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北本市議会議員  

第３１号 
北本市の準主要課題の解決策を考える（２） 
誰もが安心して暮らせるまちにするためにやるべきこと 

第３０回に引き続き北本市の準主要課題（新ご

み処理施設整備と久保特定土地区画整理事業を

除く主要課題）とその解決策について

考えます。第３０号は私のホームページ

からご覧いただけます。 

 

北本の教育を変える！ 

子どもの権利尊重と個別最適な学びの実現 

北本市では昨年１０月に『北本市子どもの権

利に関する条例』が施行されました。『こども基本

法』も今年４月１日から施行され、昨年改訂され

た『生徒指導提要』でも児童生徒の権利の理解

が明記されました。学校においても、子どもの権利

の尊重が求められる時代になってきました。 

しかし、子どもの権利を尊重した教育の実現は

簡単ではありません。大人が理想とする成長・発

達の実現に向けて指導する形から、子どもの思い

や願いに耳を傾け、子どもを主体として、子どもの

最善の利益を実現する形に、やり方・考え方を変

えていかなければなりません。 

子どもと大人の両方に研修や講座を実施した

り、様々な方法で普及啓発を行い、定着を図る必

要があります。 

 

個別最適な学びとは？ 

実現するための高いハードル 

今文部科学省では、令和の日本型学校教育と

称して、全ての子供たちの可能性を引き出す、個

別最適な学びと、協働的な学びを実現しようとし

ています。従来の詰め込み型・正解暗記型教育や

非合理的な精神論・努力主義、同調主義的な教

育を改めようというものです。 

個別最適な学びとは、子ども一人ひとりに適し

た教育を提供するものです。宿題を一例に取り上

げれば、クラスの子ども全員に同じ宿題を課すの

ではなく、一人ひとりの進度・理解度に合わせた

宿題を課すというイメージです。これこそが教育の

あるべき姿だと思いますが、教員の負担が増大す

ることは想像に難くありません。 

 

ＩＣＴ・支援員の活用や少人数学級で 

教員の負担軽減の実現を 

文部科学省は、令和７年度までに小学校を３５

人学級にするとしています。しかし３５人学級で個

別最適な教育が実現できるでしょうか？山梨県は

独自に小学校４年生まで２５人学級とすることを

決めました。埼玉県でも実現して欲しいところです

が、現状では期待できません。市としては最低でも

３５人学級を徹底するとともに、授業で教員ととも

に子どもの学習を支援する学力向上支援員や教

員に代わって資料作成・授業準備等などを行うス

クール・サポート・スタッフなどの支援員を増加す

ることで、教員１人に掛かる負担を減らし、子ども

たちに合った教育を行えるようにしなければなりま

せん。令和２年度に導入したタブレット端末などＩＣ

Ｔ環境もフル活用する必要があるでしょう。 

また、本来業務ではない部活動指導も教員に

とって大きな負担となっています。地域への移行や

外部指導者の導入、合同チーム化など、部活動の

在り方を検討する必要があります。個別最適な学

びを実現するには、教員が働きやすい環境を整え

ることが不可欠です。  
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 大学生・高校生向け奨学金制度の創設を 

県内では朝霞市など１９市町で大学生向けの

奨学金制度（無利子貸与・給付）を実施していま

すが、北本市では未実施です。低所得世帯では

大学進学率が低いことが知られています。入学金、

授業料だけでなく、受験料（検定料）も大きな負

担となっています。 

奨学金は給付が理想ですが、無利子貸与とし

て一定の条件を満たした場合には返済を免除す

る方法も考えられます。 

経済的な理由で高校や大学への進学を諦める

ことがないよう、北本市においても早急に奨学金

制度を創設すべきと考えます。 

 
「誰ひとり取り残さない社会」を目指して 

障がい者・医療的ケア児への支援強化を 

障がい者や医療的ケア児とその家族への支援

も大きな課題です。昨年４月に市内初となる障が

い者入所施設が開設され、グループホームも増え

てきましたが、まだまだ十分ではありません。 

特に、障がい者が「働ける場所」はまだまだ少

ない現状です。市内の就労継続事業所はＢ型し

かなく、最低賃金が保障されるＡ型はありません。

Ｂ型の定員も近隣市よりも少ない状況です。 

就労継続事業所の施設数と定員（Ｒ４．１２時点） 

市名 
就労継続Ａ型 就労継続Ｂ型 

施設 定員 施設 定員 

北本市 0 0 3 45 

桶川市 1 20 3 60 

鴻巣市 1 15 ９ 1３３ 

上尾市 2 32 19 385 

Ａ型事業所の誘致に加え、一般企業でも積極

的に雇用してもらう必要があります。そのためには、

企業が安心して障がい者を雇用できるよう、障が

いを持った従業員だけでなく、雇用する事業主も

支援する仕組みをしっかりと周知し、活用していた

だくことが重要になってまいります。 

医療的ケア児については、北本市でも家族の

負担を軽減するレスパイトケア事業（サービス利

用による介護からの一時的な解放）を昨年度か

ら開始しました。しかし、学校や保育所での受入

体制は未だ整っておらず、災害時の個別避難計

画の策定、医療情報共有システム（ＭＥＩＳ）への

登録・活用など多くの課題があります。これらを解

決していかなければなりません。 

市長の言う「誰ひとり取り残さない社会」を目

指すには、対象者が少ないこうした分野にこそしっ

かりと目を向け、対策を講じなければなりません。 

 

上尾道路整備で期待される沿道開発 

まずは旧暫定逆線引き区域の市街化区域編入 

圏央道桶川北本ＩＣまで開通している上尾道路

は、残る鴻巣市箕田までの区間について、北側か

ら整備が始まっています。北本市としては将来の

上尾道路開通を見越して、沿道の開発や企業・産

業誘致の準備を進めなければなりません。 

上尾道路沿いにはガソリンスタンドやコンビニ

の建設は可能ですが、大規模な商工業施設や物

流倉庫の建設は市街化区域への編入が原則とな

ります。それには旧暫定逆線引き区域（市街化区

域内の市街化調整区域）が存在していることがネ

ックになります。市街化区域の拡大（編入）は、ま

ずは旧暫定逆線引き区域からというのが県の方

針です。市内全域の発展・開発のためにも、地権

者の理解を得ながら、暫定逆線引き区域の開発

方針を優先して決めていかなければなりません。 
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早稲田大学教育学部卒業。元埼玉県職員。４９歳。 

令和元年５月１日から北本市議会議員（１期目）。 

現在は、健康福祉常任委員会（委員長）、議会広報

広聴委員会、埼玉中部環境保全組合議員。 

北本市の課題や解決策、市政に関する情報など 
私のホームページでも発信しています。 

今回取り上げた課題はほんの一部です。他にも多く

の課題があります。私のホームページでも様々な情報や

私の考え方をお伝えしています。ぜひ一度ご覧ください。 

また、Twitterや YouTubeもご覧ください。 

白く抜けている部分が 

旧暫定逆線引き区域 

北本団地 

YouTube 
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